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、 ン ンボジ ゥム 

経済活性化へ 向けた仝後の 産学連携のあ り方について 
一 「知の創造 / と「事業創造Ⅱのイノベーションサイクル 構築へ向けた 課題一概要 

橋本 正洋 ( 経済産業省産業技術環境局大学連携推進課長 ) 

近年、 米国をモチ ル に産学連携推進に 向けた施策が 行われており ，諸制度の整備 
も進みっ っ あ る。 しかしながら、 丁 LO(Technology 口 censing Organization: 技術移転 
機関 ) としめ技術移転の「枠組みⅠの 設計が先行した 我が国に 棚 ¥C は、 産学双方とも、 
産学連携に対する 意識や取組みが 未だ不十分であ る部分も多い。 
経済産業省においては ，平成 13 年 4 月 18 日に産業構造審議会産業技術分科 
会に産学連携推進小委員会が 設置され，今後の 産学連携施策のあ り方について ， 
集中的に検討が 行われた。 その「最終とりまとめ」 ( 平成 14 年 4 月 25 日 ) における提言 
を中心に今後の 経済活性化に 向けた産学連携のあ り方についての 方策を論じる。 併 
せて経済産業省における 産学連携にかかる 平成 15 年度に向けた 施策の方即こつい 
て報告する。 

(1) 大学改革の方向と 産学連携 
①国民に対して 多様な「教育サ ー ピス」の選択肢を 提供できる環境の 整備 
②産業界における 意識改革・制度改革推進 

③独立行政法人化後の 国立大学における 自主裁量権 の確保 
④産学連携にあ たっての基本的ルールの 整備 
(2) 技術ライセンスから 技術マネジメントへの 機能強化 
の TL0 による産学のニース・シーズのマッチンバ 強化 
② 丁 L0 の事業化支援機能の 強化 
(3) イ / ペ一 ションを担う 起業家・経営人材の 養成強化 
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今後の産学連携施策のあ り方について 
( 産学連携の推進と 大学 発 ベンチャ一の 創出に向けた 取り組み ) 

2002 年 ?0 月 25 日 
研究・技術計画学会 

経済産業省 
大学連携推進課長 
橋本正洋 

  
  産棄 空洞化の危惧 

  日本型経営 ( 終身屋用等 ) の 柚捷 

  

イノベーションシステムの 牡 築 か 急務。 産学連携はその 糞であ り、 軽済 活性化の簗。 現下の多様 か 
つ 変化の早い 軽 清適 勢は 応えるためには、 産学連携を卸家職時として 後押しし、 大学究ベンチャーを 
始めとする     0                  % していくことが 不可欠。 

  
        間接効果 コ 1   
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2. 産学連携関連施策の 系譜 
り 我が国の産学ま 杖柱 穏は 、 産学連携の成功 モチル であ る米国より、 杓 l5 年迫れて始まった。 
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[ 平成 l0 年 ] 
・ 「大学 笘技傭 移転促進法」 (TLO 法 ) 策定づ [ 拮 Ⅰ 内 8] Ⅱ 0V 技缶 移転 接 M) の 哲 Ⅰ促進 
・「研究交流促進法」改正 +  由 Ⅰ 内 8] 佳宇 共同研究に 條る棲穏 雙の廉価使用 肝可 
・『インターンシップ 全国違格 協田 会田 世伍 ( 文部・ モ産 ・井伊 3 群体制 ) 

[ 平成Ⅱ 年 ] 
・増加 拭検 研究税制の抜本的拡充 つ r 溝口内 8] * 牛 李を 迂 五 % 古から 下近 5 年上位 3 ヵ年Ⅴ均に変更 
・『中小企 棄 技術革新制度 J  ( 日本版 SBlR) の 穏投 
  「 産案 活力再生特別措 4 法」 簾定ヰ [ ほ Ⅰ 内 8] 日本田 て イドⅡ 峰項 ・ 承捷 Ⅱ㏄ 濡打 W1/2 億 牡 

[ 平成 l2 年 1 
  「産業技術力弗化法」策定～ぽ 田 り 8] 幕 捧 ・ 艇定孔 0 の 甘立 大学 俺技席 Ⅰ使用群司 
[ 平成 l3 年 ] 
  [ 平沼プラン ] で「大学 尭 ベンチャー 3 年 田 ㏄ 社 計画」発表 

[ 平成 l4 年 ] 
  「 穣 喜一号」改正～ n81 肉色 ] 犬羊 俺 ベンチャ一のき 立大牟 憶技 任用件 可 
  丁 」 0 法 告示改正 づ Cg 宙内 e] 車群Ⅱ 0 の 甘瑛 支援 臆柴 円滑化 

3. 実績関係 
( 特 押出願件数 ) 承俺 TLO の特許   ロイ     リテ の ( 千円 ) 

350.000 

朕氾 ，㏄ " 
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50,000 

平成 ィ 1 年度 ( 以前 ) 平成 1 2 年度 平成 1 3 年度 
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承鹿 TLO のもたらす 椎涛 効果について ( 平成 ]3 年度 糞俺 L 

施 許諾件数 
231 件 

蛭済 効果 
円 

  

大学 究 ベンチ ャ       
大学 弗 ペンチヤ一介 崇教 

300  「 --- 一一一一一一 @@@@@ 一 - 一 一一 - - 一一 - 一一一一一一 @ 一 - 平沼フラン提唱 m-- 一       
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( 経済 醸 葉群調べ ) 
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4. 産学連携活動の 日米比較 

米国に比べ日本は、 特許のライセンシング 宰や大学 苑 ベンチャー企業拉が 圧宙 的に少なく、 Ⅰれた 
技術の多くが 死 茂されている。 萬拐穏正 にあ る産学 違携活 % を 軽済活桂 化に拮 び 付けるためには、 
更なる立技 策 が必要。 

注 1 : 日本の丁 L0 枚はや 戊 14 年 8 月現在   
注 2: 日本の持神田Ⅰ 件拙 、 ライセンス 件故 ．ロイヤリティ 牧人は平成 13 年度文杖   ( 出典 ) 
      ま 3: 日本の大学 完 ベンチャ一企業故は 平成 13 年 12 月末までの 温計 。 日 *: 経済 産 接辞 耳べ   
注 5: 米ロの ス 手先ベンチャ 一企業 致は 1980 年度かち 杣 年度までの木材。 ' 繍 " 坤釦呵 ' 柑 
注 6: 大学研究者佗は 日本 2001 年、 米ロ 1995 年 ( 平成 13 羊皮科ギ 技缶白 Ⅰ ) 

  

5, 技術を事業化する 際の課題 

大学 尭 ベンチャー枝豆時の 問 仮点 
  

スタッフの健保 

寅牽 俺達 

販 拓矢 

特許紛争 

コンサルティン ク 

インキュベータ 等の施 投 

仕入先 

。 の 他 
困っていることは 特にない 

  20 40 60 80 100 ( 件 ) 

""' 筑眈 "* 先姑 " 由 """" 。 " 。 " '"" 。 """" 。 "" ぬ挨 。 珠庄 "M 。 。 ぬ下 " 究 '                   
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7
   更なる支援策の 検討 
0 産業杖道 む棋会 産学連携小委貝金「 仮柊 とりまとめ」 (Hl4.4.25 発喪 ) 

1, 大学改革の方向 ナ 産学才 牡 

  国民に対して 多技な「教育サ ー ピス」の 丑択 肢を提供できる 辣坑 の 技佛 
  産寮界 における救世改革・ 制度改革推進 
・独立行政法人化後の 国立大学における 自主裁Ⅰ構の 確保 

・産学連携にあ たっての基本的 ) レ一 J レ ( 利益 相反 ・吏務相反への 対処等 ) の 技備   

2, 枝柿ライセンスから 技綺 マネジメントへの 牡能 強化 
・ 丁 LO による産学のニース・シーズのマッチンバ 強化 ( 研究 眈尭 、 廿報 提供両面において ) 

， TLO の ウ集 化主 綾抜 能の強化 一 % ぬぬ " 
・従来の大学の 伜 蛆 みに捕らわれない 民問主導の人材育成車 棄 の 展閲 

・技術者の佳 技的 能力 梼 尭の促進 
・任期 制 任用の適用や 制度改革等に よ る産学の人材交流促進   
・知的射 睡 の 牡酪的 活用に向けた 杖柱 玖 俺 
・国有 特杵 の唾棄界への 移転促進 ( 研究交流促進法の 改正尊 ) 
・マテリアル・トランスファ 一群の多技な 技 衛 移転移壊への 対応 
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8. 大学改革の動向 

  

  い 国の画一的な つ これは産学連携活動の 妻入規制や大学 活性化においても 辞 価の下では、 大きなマイナス。 大学の佃 牲 あ る教育研究を 十分に発なできな   

  

金 大学 投仁は匡 ・地方自治体・ 学校法人以 
外は不可 ( 学校教育法 ) 

  

  

金 大学校合百 租は技 地面 仮 03 倍以上、 l/2 
は自己所有 ( 大学 設億 基準 ) 

  

  今 学都学科の投 育 : 去 ) 仁 改新 は毘 町制 ( 学校教 
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9. 経済産業省平成 15 年度概算要求       ) は 平成 l4 年度予五胡 

  42.0% 円 (22,2 位 円 ) 

( 

大学の研究成果を 活用した事業化、 新市 揚 創出に向けた 研究開発を活性化させるため、 マッチンク 力 
式を活用し企業と 大学等が連携して 行 う 研究成果の事業 化 可能性探索のための 実証化研究   開発を促 
進 する。 ） 

  """""" 目 '"           究寅等 け 3    民間企業   
実
用
化
研
究
 

閑
発
 

 
 )
 
 
 

補助額 : 金華 が TL0 等に提供する 資金の 2 倍以内。 描助 べ ー スでⅠ 件 ] 年芙 ㏄万円以上 
対象 安 fmm: 研究開発に必要な 軽技 、 研究 弗究め マネージメントに 必要な夫 用 
研究期間 : 3 年間以内 

ナ 平成 ]4 年度公募採択 :52 件 (26 組 牡二   
これらが 亨業 化された場合の 市 鵠規旗 :71276                              ば 5      の       べ ー ス 
｜ Ⅰ 

ライフサイエンス : 14 件、 佑輔通信 : Ⅱ 件 、 棋 暁 : 2 件、 ナノテク・材料 :8 件 
製造技術 : l5 件、 エネルギー : w 件   
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      "/        ユベ       リ         ヨ "         
専門家の派 迅 による大学究ベンチャ 一等に 呵 する経営   技術面ての支援を 行うとともに、 広域的 

援 楼門 や 、 大学業ベンチャーを 始めとする先端的・ 先進的分野における 新車業の育成を 図るような 

  ぽ 産学官の人的ネットワーク 形成により、 世界に通用するような 企業産業の剖出を 図るような 支 ビジネス   インキュベーション 機関に対して 支援を行う。 「 ｜ノ 

◆大学 尭 ベンチャー経営 笘 支援も棄 ].5 億円 (l,5 億円 ) 

  
  

  
        

府 勇者 俺臆 
( 専門家 ) 

民間団体等 

送 舌 ウ門家   口占 家派 追 

  大学 発 ベンチャー   
トⅠ ド下 起業者 

◆広域的新ウ 粟 支援ホットワーク 等 捕助金 
◆インキュベーション・マネージャー 荻成等研億ウ 莱 

@@TLO  @@m&mw)  <r>@@@@&m 
◆ TLO 補助金 

④インキュベーションのためのスペース 穏保 
◆インキュベーション 施世生甘 
うち大学連携型起業 秦 育成 ぬ投技宙 

6.3 億円 (5.9 億円 ) 
0 ． 8 億円 (0.8 億円 ) 

l2.0 位 円 (2.5 億円 ) 
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(2) 技術実用化のための 研究Ⅱ 尭 支援 : 杓材 Od 億円 
  

                            m<DT&n@@ 
◆ 産集 技術実用化 井 発車立 84.3 億円 (6l.5 億円 ) 
◆ 穏 迫技術研究 弗 発も 業 33.6 億円 (29.2 位 円 ) 
◆ 榛広 対応型技術革新促進 ウ穏 33.0% 円 (36.8 億円 ) 
◆産業技術研究助成 耳穏 72.2 億円 (52.8 億円 ) 
◆中小企業技術 弗尭 産学官連携推進 ウ穏 3.5%  円 (5.] 億円 )   
◆地域新生コンソーシアム 研究 弗 発ウ 棄 Ⅰ 袖 ． 6 億円 (87.7 億円 ) 

◆新規産業 卸造技佃弗発 女捕助辞 棄 84.3 億円 (55.5 億円 ) 
◆地域再生産業技術 集租 対策 ウ穏丑描 助命 2.4 億円 (3 ヵ億円 ) 

Ⅰ (3) 大学 尭 ベンチヤ一の 捌 柴車 既 五 %: 杓 2 億円 
  

◆大学 発 ベンチャー支援ネットワーク 窩棄ウ棄 。 '.g 億 P Ⅰ (1. 晦 Ⅰ ' Ⅰ ) 
◆ベンチャー・キャピタル 技穏荻境劫向牡杢ウ 茉 。 ．。 億円 ('. 。 億円 ) 
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(4) 起案 棄 人材・ ウ門 求人材の育成 : 的 24 億円 
  

◆起業 棄 育成プロバラム 音人促進草葉 3.1 億円 0l.2 億円 ) 

  
    

  
◆技術者 牡寵的 能力 曲 発生撰さ 粟 0,3 億円 (0.5 億円 ) 
◆産業技術フェローシップ 手業 17.6 億円 (24.0 億円 ) 
◆産業技術人材インターンシップ 推進支援手業 2.3 億円 (2% 億円 ) 
◆ 起 葉末教育促進ウ 莱 0 ． 6 億円 (0.5 億円 ) 
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